
 

新型コロナウイルス感染拡大防止措置に伴う 

新卒採用に係る中小企業情報発信緊急支援事業補助金交付要綱 

 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規

則」という。）第４条の規定に基づき、新型コロナウイルス感染拡大防止措置に伴う新卒採

用に係る中小企業情報発信緊急支援事業補助金（以下「本補助金」という｡)の交付について、

規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 
 
（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 （１）新型コロナウイルス感染症 新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等

の政令（令和２年政令第１１号）において、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第８項の指定感染症として定められた

「新型コロナウイルス感染症」とする。 

 （２）中小企業 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する中

小企業者をいう。 

 （３）就職情報サイト 主に新規学卒者を対象とした就職情報提供及び企業の人材確保等を

目的として開設されたサイトをいう。 

 

（交付目的） 
第３条 本補助金は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止措置に伴う新規学卒者（以下

「新卒学生」という。）を対象とした合同企業説明会の延期又は中止により、新卒学生への

採用広報活動に影響の生じた県内に本社のある中小企業が、その代替措置として、就職情報

サイトへの情報掲載や、Ｗｅｂ上で行う企業説明会の動画配信の実施により採用広報手段を

確保するための経費の一部を助成することにより、県内中小企業の人材確保と大学生等の県

内就職を促進することを目的として交付する。 
 
 
（補助金の交付） 
第４条  県は、前条の目的の達成に資するため、別表の第１欄に掲げる事業（以下「補助事

業」という。）を行う同表の第２欄に掲げる者に対し、予算の範囲内で本補助金を交付する。 
２ 本補助金の額は、補助事業に要する別表の第３欄に掲げる経費（以下「補助対象経費」と

いう。）の額に、同表の第４欄に定める率を乗じて得た額（同表の第５欄に定める額を限度

とし、千円未満の額は切り捨てる。）以下とする。 

３ なお、鳥取県産業振興条例（平成２３年１２月鳥取県条例第６８号）の趣旨を踏まえ、補

助事業の実施に当たっては、県内事業者への発注に努めなければならない。 

 
（交付申請及び実績報告の時期等） 
第５条 本補助金の交付申請は、規則第１７条第１項の規定による報告（以下「実績報告」と

いう。）と併せて、補助事業を完了した日から２０日を経過する日又は令和３年３月１６日

のいずれか早い日までに行わなければならない。 

  なお、本事業における補助事業完了日は、補助対象経費をすべて支払った日とし、支払日

以降に別表の第３欄に掲げる事業を引き続き行う場合は、随時、事業の進捗状況を報告する

ものとする。 

２  規則第５条の申請書に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類並びに規則第１７条

の実績報告に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類は、様式第１号及び様式第２号

によるものとする。 



 
（交付決定及び交付額確定の時期等） 
第６条 本補助金の交付決定は、規則第１８条第１項の規定による交付額の確定と併せて、交

付申請及び実績報告を受けた日から起算して３０日が経過する日までに行うものとする。 
２ 本補助金の交付決定通知および交付額確定通知は、様式第３号によるものとする。 
 
（雑則） 
第７条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、商工

労働部長が別に定める。 
 
 
   附 則 
 この要綱は、令和２年３月１３日から施行する。 

 この要綱は、令和２年６月２６日から施行する。 

 この要綱は、令和２年８月３１日から施行する。 

 この要綱は、令和２年１２月４日から施行する。 

 



別表 

１ 

補助事業 

２ 

事業実施

主体 

３ 

補助対象経費 

４ 

補助率 

５ 

補助限

度額 

①新型コロ

ナウイルス

感染拡大防

止措置に伴

う２０２１

新卒採用に

係る中小企

業情報発信

緊急支援事

業 

鳥取県内

で開催さ

れる予定

で あ っ

た、新卒

学生向け

の合同企

業説明会

への参加

を予定し

ていた県

内に本社

のある中

小企業 

 

令和２年２月２０日から令和２年１２月３１日ま

でに、２０２１年春新卒学生を対象として実施する

次の経費。ただし、契約日等が令和２年２月２０日

以降であることが確認できるものに限る。 

※消費税及び地方消費税は対象経費に含めな

い。 

 

（１）就職情報サイトへの企業・求人情報掲載料金 

（２）Ｗｅｂ上で行う動画配信による企業説明会を

実施する際に必要な経費（Ｗｅｂ企業説明会以

外にも活用可能な資機材費や、自社ホームペー

ジへ掲載する場合の動画配信に関係しないホー

ムページ本体の作成経費、プロバイダー料、保

守管理費用等、既存の維持管理費は対象外とす

る。） 

１/２ １社に

つき 

４００

千円 

②新型コロ

ナウイルス

感染拡大防

止措置に伴

う新卒採用

に係る中小

企業情報発

信緊急支援

事業 

県内に本

社のある

中小企業 

令和３年１月１日から令和３年３月１４日までに

実施される、次の条件をすべて満たす合同企業説明

会への参加に要する経費。 

※消費税及び地方消費税は対象経費に含めな

い。 

 

【合同企業説明会の条件】 

・Ｗｅｂ上で開催されること 

・２０２１年春又は２０２２年春新卒学生を対象と

していること 

・県内企業が参加し、かつ撮影会場が県内であるこ

と 

・県内に本社を置く企業・団体が主催していること 

・一定以上の規模があること（概ね企業５社以上及

び学生５０人以上が参加予定） 

１/２ １社に

つき４

００千

円 

※同一年度内における①と②の併用は可能とする 

 



様式第１号（第５条関係） 

 

新型コロナウイルス感染拡大防止措置に伴う 

新卒採用に係る中小企業情報発信緊急支援事業報告書 

 

１ 事業の目的 

 

■希望する補助事業の区別（以下①、②のいずれかに○） 

  ①：２０２１年春新卒学生を対象とした活動 

  ②：２０２２年春新卒学生を対象とした活動 

 

２ 事業の概要 

 

 ■掲載媒体： 

（掲載に係る契約申込日：                ） 

 ■掲載期間：                      

 

 ※Web 上で複数社合同による企業説明会を実施する場合は、参画企業名をすべて記載してください。 

 

３ 他の補助金の活用の有無（有・無） 

 

※他の補助金の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をしてください。 

※「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問い合わせ先（補助金を所管

している部署名や団体名及び連絡先）を記載してください。 

 

（留意事項） 

 ※補助対象事業に係る契約日等が２月２０日以降となることが分かる書類を添付してください。 

 ※活用した情報発信媒体、Web 上における企業説明会を実施した旨の内容が分かる資料を添付してく

ださい。 

 

 



様式第２号（第５条関係） 

 

新型コロナウイルス感染拡大防止措置に伴う 

新卒採用に係る中小企業情報発信緊急支援事業収支決算書 

 

１ 資金調達内訳                 （単位：円） 

区  分 金  額 備  考 

自己資金等   

そ の 他   

本 補 助 金  
下記２の（１）の合計額の１／２以下。か

つ上限４００千円。 

合 計   

 

 

 

２ 資金支出内訳 

区  分 金  額 備  考 

   

   

   

   

合 計   

※備考欄には区分ごとに積算根拠を記載してください。 

 なお、欄が足りない場合は、別葉として添付しても構いません。 

※県外事業者に発注せざるを得ない場合については、備考欄に理由を記載してください。 

※｢金額｣欄は、すべて消費税を除いた額で、千円未満を切り捨て千円単位で記入すること。



様式第３号（第６条関係） 

 

 

  年  月  日 

             様 

 

鳥取県知事   （印） 

 

新型コロナウイルス感染拡大防止措置に伴う新卒採用に係る中小企業情報発信緊急支援事業補助金 

交付決定及び交付額確定通知書 

 

年 月 日付の申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった新型コロナウイルス感染拡

大防止措置に伴う新卒採用に係る中小企業情報発信緊急支援事業補助金（以下「本補助金」とい

う。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年４月鳥取県規則第２２号。以下「規則」と

いう。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定し、併せて規則第１８条第

１項の規定に基づき交付額を確定したので、規則第８条第１項及び規則第１８条第１項の規定によ

り通知します。 

（担当・連絡先） 

 

記 

 

１ 補助事業 

本補助金の補助事業は、「新型コロナウイルス感染拡大防止措置に伴う新卒採用に係る中小企業

情報発信緊急支援事業」とし、その内容は申請書に記載のとおりとする。 

 

２ 交付決定額等 

本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。 

（１）算定基準額  金    円 

（２）交付決定額  金    円 

 

３ 交付額の確定 

  本補助金の確定額は、交付決定額のとおりとする。 

 

４ 補助規程の遵守 

  本補助金の収受及び使用等に当たっては、規則及び新型コロナウイルス感染拡大防止措置に伴

う新卒採用に係る中小企業情報発信緊急支援事業補助金交付要綱（令和２年３月１３日付第２０

１９００３２２５３０号商工労働部長通知）の規定に従わなければならない。 

 


